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第 2章 地域資源と防災力 

 

2.1 3.11は我々に何を投げかけたのか 

何しているの、早く逃げなさい―。14時46分の地震発生後、そのまま自宅にいたものの、

自動車で身内が迎えに来て、そんな必要があるのかわからないまま、近くの避難所に行った。

しばらく経つとずぶ濡れになった人たちが逃げてきて、その後自宅を見に行ったら無くなっ

ていた…1)。 

2011年3月11日に発生した「東北地方太平洋沖地震」は、大震災の名の通り、様々な被

害を特に東北地方の沿岸各地に及ぼし、筆者が住むいわき市も例外ではなかった。特に福島

県においては、東京電力福島第一原発の事故により、地震＋津波＋原発（＋風評）という他

の地域よりもさらに複雑な災害となって現前している 2)。 

この福島県（特に浜通り地方）が被った複合災害に対し、地域のコミュニティは（少なく

とも被災直後については）無力だったのは、聞き取りなどを通じて「（被災直後の）避難は家

族単位でバラバラに行った」、「そこに町内会などの地域コミュニティはほとんど介在しなか

った」ということから明らかにされつつある。 

ただ、被災直後の混乱も日が経つにつれて解消されつつあったようだ。たとえば、被災し

た仙台市の沿岸地区で空き巣などが多発しているとの情報を受けて、各避難所や地域で自警

団を組織する動き（『河北新報』3月24日）や、仙台市宮城野区の福住町町内会が尾花沢市

と新潟県小千谷市の町内会と独自に締結していた災害時相互協力協定による救援物資調達

（『河北新報』3月30日）など、非常事態時に懸念される治安悪化に対する取組や物資調達

を町内会などの地域コミュニティが主体となって行っている。また、長く続く避難生活につ

いても、コミュニティが形成されているか否かでその生活への評価も変わることもあり、

「各々が孤立しない仕組みづくり」（『朝日新聞』4月18日）や、いわき市の高久地区では「チ

ーム高久」を結成し、毎朝のミーティングを通じて避難住民による自治活動をすすめている

（『いわき民報』3月22日）。 

 このように町内会などの地域のコミュニティ単位での活動がある一方で、「向こう両隣に住

む家の人は 3 ヶ月以上経った今でもまるでわからない」（福島第一、第二原発が立地する双

葉郡在住者）のように、コミュニティ自体が崩壊し、復興への活動すらもままならないとこ

ろも多く存在する。これは単に「ふだんの近隣によるつきあい＝ネットワークの形成」に依

存すると考えられるものの、それがどう防災への対応や被災後の生活に関わっているのだろ

うか。 

 それを「防災力」という鍵語により、その指標化を目指す調査・研究は行われている。た

とえば内閣府の「防災情報のページ」には、地域の防災力を診断するサイトがある。いくつ

かの質問に回答すると、レーダーチャートに地域の防災力が示される仕組みになっていて、

例えば土砂災害では「総合力」「監視警戒力」「自主避難判断力」「情報伝達力」「避難誘導力」
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「防災体制整備度」「土砂災害危険認知度」で表記される 3)。同様な枠組みとして、総務省消

防庁が作成した自己評価報告書によれば、「全体評価」「リスク把握・評価、被害想定」「被害

の軽減・予防策」「体制の整備」「情報連絡体制」「資機材・備蓄の確保・管理」「活動計画策

定」「住民との情報共有」「教育・訓練等」「評価・見直し」といった 9 つの指標に全体評価

を加えたレーダーチャートを作成している 4)。また、自治体レベルでは香川県が 6の中項目

「住民への情報提供」「避難勧告」「避難場所の選定」「誘導体制などの整備」「耐震化」「孤立

対策」を各小項目に分け、それぞれについての市町村における対応状況一覧を作成している

（『四国新聞』2006年1月29日）。 

 このように防災力の指標化や定量化への試みは、「防災」に対する定義、アプローチ方法が

分野により異なるため、これらをいくつかに――たとえば、大分類ではハード面、ソフト面

の2つなどに―まとめる必要があろう。ちなみに既存研究における防災の鍵語を拾い上げて

みると 5)、ハードはインフラ（ライフラインも含む）整備、耐震化、（歴史的）まちなみ、消

防行政・消防団、仮設住宅、避難施設などであり、ソフトではコミュニティ形成、（安全、防

災）教育、防災士、親子の防災意識、リーダー育成、ワークショップ、マップ作成、情報伝

達と手段、ボランティア、協働、共助、ガヴァナンス、転倒防止具などとなっている。 

 これらに対して松本（2011）では、町内会・自治会を会長のリーダーシップと町内会の活

動という2つの地域資源のレベルでとらえ、その資源の状況により防災への対応が異なって

いることを示した。ただ、これにも課題が残されており、それは地域において陽表的（≒明

文化）になっていない歴史や文化的な項目が入っていないこと、さらにはこうした指標の人

びとの生活を包摂するリアリティの問題もある。そこで以下、2010年夏に実施した『自治会・

町内会調査』、震災直後から実施している『被災者調査』から、そこに住む人びとのふだんの

生活と形成されるネットワークを起点にしつつ、地域資源と防災力の関係を明らかにするた

めの準備的な議論を展開する 6)。 

 

 

2.2 二極化する地域資源と防災力 

本節ではいわき市で実施している『自治会・町内会調査』（被災前）、『被災者調査』（被災

後）の結果から、地域資源とその防災力との関わりについて、準備的な考察であるが進める

ことにする 7)。 

(1) 被災前―『自治会・町内会調査』から 

 まず、被災前の2010年8～9月に実施した『自治会・町内会調査』を概説しよう。これは

いわき市内 13支所 482自治会を対象にアンケート調査を実施し、259自治会の有効回答が

得られている。ちなみに支所についての概要は図2-1のようになる 8)。いわき市内の自治会・

町内会における地域資源を人的／活動資源に分けて 2×2の 4つのセグメントを導出すると

図2-2のような結果になる 9)。 
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図2-1 いわき市各地区のプロフィール（筆者作成：2011年3月1日現在） 

 

 

図2-2 いわき市自治会の地区別資源分布とその比率（N=259） 
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 これらの結果を空間的な布置状況として表現すると図2-3となるが、その詳細を以下説明

しよう。まずは両極の第一象限（多、多）と第三象限（少、少）について、（多、多）に分類

される支所は内郷、勿来である。一方で（少、少）は小川と、いわば中山間地にあたるとこ

ろである。その他に（少、多）は川前、四倉、田人、久之浜・大久、好間であり、（多、少）

は三和、平、遠野、常磐、小名浜である。こうした視点によれば、旧市部から構成されてい

る平、内郷、小名浜、常磐、勿来地区は活動資源が多く、会長のリーダーシップというより

は（もとから住んでいる人たちによって得られている）規模の大きさによるものと考えられ

る。一方、会長資源が多いのは旧町部であることが多く、この場合は古くからの地付きの会

長がリーダーシップを発揮している／発揮せざるを得ない状況になっており、これらから推

察するに、市町村合併前の資源がそのまま反映しているといえる。 

 

図2-3  4セグメントの布置状況（筆者作成） 

 

 こうした4つのセグメントで、それぞれどのような防災対策を行ってきたのだろうか。ま

ず、大地震などの発生時の対応について、ふだんから話し合ってきたか否かを確認すると（表

2-1）、「話し合っていない」（51.0%）と「話し合ってきた」（42.1%）が 10 ポイントに近い
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差ではあるが、ほぼ半々という結果になっている。 

 

表2-1 大地震など発生時の対応について 

話し合っ
てきた

話し合っ
ていない

わからな
い

不　明

合　計 259 42.1 51.0 3.5 3.5

活動：多　会長：多 40 40.0 57.5 2.5 -

活動：少　会長：多 58 46.6 48.3 3.4 1.7

活動：少　会長：少 75 38.7 53.3 4.0 4.0

活動：多　会長：少 85 43.5 48.2 3.5 4.7

調査数

大地震等対応の話し合いを行なってきたか

 

 

 「話し合ってきた」の回答者ベースでその具体的内容をみたのが表2-2である。一番多い

のが「避難の方法、時期、場所について」（73.4%）であり、次いで「住民間の連絡について」

（51.4%）、「地域の災害危険箇所について」（49.5%）、「心がまえについて」（46.8%）となっ

ている。セグメント別では、（多、多）が「地域の災害危険箇所について」（81.3%）、「非常

持ち出し品について」（37.5%）となっており、日常的な「防犯」に比べて非日常の「防災」

については両方の資源が多くなければ、この結果だけをみると、事前対応への手薄感がうか

がえる。 

 

表2-2 具体的に話し合った内容 

避難の方
法、時
期、場所
について

住民間の
連絡につ
いて

地域の災
害危険箇
所につい
て

心がまえ
について

食料・飲
料水につ
いて

非常持ち
出し品に
ついて

家屋の安
全度につ
いて

外国人等
の短期居
住者・一
時滞在者
の安全に
ついて

合　計 109 73.4 51.4 49.5 46.8 33.0 23.9 11.9 0.9

活動：多　会長：多 16 81.3 62.5 △ 81.3 50.0 37.5 ∴ 37.5 18.8 -

活動：少　会長：多 27 70.4 44.4 48.1 51.9 22.2 18.5 11.1 -

活動：少　会長：少 29 72.4 62.1 44.8 51.7 37.9 27.6 13.8 -

活動：多　会長：少 37 73.0 43.2 40.5 37.8 35.1 18.9 8.1 2.7

調査数

具体的に話し合った内容

 

 

 それでは大地震などに備えた対策はどうしているだろうか（表 2-3）。全体でみると、「近

くの学校や公園など、避難する場所を決めている」（40.2%）、「市や消防署が主催している防

災訓練や講演に積極的に参加」（39.4%）が4割程度であり、他はいずれも3割に満たない。

セグメント別へと視点を移すと、（多、多）で「倒壊を防止するように住民に呼びかけている」

（12.5%）、「地震保険に加入するように住民に働きかけている」（7.5%）、（少、多）は「近

くの学校や公園など、避難する場所を決めている」（50.0%）となっており、ここでは（トッ

プダウン型かボトムアップ型かは別として）会長のリーダーシップが防災への鍵となるのか

もしれない 10)。 

 

 



――2011年度大学等と地域の連携したまちづくり推進事業報告書 

 

22 

表2-3 大地震などに備えた対策 

近くの学
校や公園
等避難す
る場所を
決めてい
る

市や消防
署が主催
している
防災訓練
や講演に
積極的に
参加して
いる

消火器、
懐中電
灯、医薬
品等の準
備を住民
に呼びか
けている

高齢者世
帯・子ども
の状況把
握につと
めている

住民間の
連絡方法
等を決め
ている

防災に関
するセミ
ナーや講
演を開く
等して啓
蒙活動を
行なって
いる

合　計 259 40.2 39.4 24.3 17.8 16.6 15.8

活動：多　会長：多 40 50.0 40.0 27.5 25.0 22.5 15.0

活動：少　会長：多 58 ∴ 50.0 41.4 29.3 24.1 17.2 17.2

活動：少　会長：少 75 ∵ 32.0 41.3 20.0 ∵ 12.0 16.0 13.3

活動：多　会長：少 85 36.5 36.5 23.5 15.3 14.1 17.6

食料品や
飲料水の
備蓄を住
民にすす
めている

倒壊を防
止するよ
う住民に
呼びかけ
ている

地震保険
に加入す
るよう住
民に働き
かけてい
る

外国人等
の短期居
住者・一
時滞在者
の状況把
握につと
めている

とくに何も
していな
い

合　計 259 12.0 5.8 1.9 - 26.6

活動：多　会長：多 40 12.5 ↑ 12.5 △ 7.5 - 22.5

活動：少　会長：多 58 15.5 3.4 - - 27.6

活動：少　会長：少 75 10.7 2.7 - - 26.7

活動：多　会長：少 85 10.6 7.1 2.4 - 28.2

調査数

調査数

大地震等に備えての対策

大地震等に備えての対策

 

 

 次に防災対策資料の作成状況について確認する（表 2-4）。一番多いのは「持っていない」

（49.8%）の半数近くであり、「持っている」（32.8%）から10ポイント以上多く、独自資料

の作成は進んでいないことがかわかる。セグメント別では、（多、多）が「持っている」（50.0%）、

（少、多）は「持っている」（43.1%）である一方で、（多、少）で「持っていない」（57.6%）

というように、ここでも会長資源が多い自治会ほど独自資料の作成が進んでいることがわか

る。 

 

表2-4 独自の防災対策資料の作成有無 

持ってい
る

作成中で
ある

持ってい
ない

作成予定
である

わからな
い

不　明

合　計 259 32.8 1.9 49.8 3.5 5.8 6.2

活動：多　会長：多 40 △ 50.0 - 40.0 - 7.5 2.5

活動：少　会長：多 58 ↑ 43.1 - ∵ 39.7 1.7 ∴ 10.3 5.2

活動：少　会長：少 75 32.0 2.7 53.3 4.0 ↓ 1.3 6.7

活動：多　会長：少 85 ▼ 18.8 3.5 ∴ 57.6 5.9 5.9 8.2

町内会で防災マップ等の防災対策資料を持っているか

調査数

 

 

 次に防災訓練の実施状況を自治会単位でみていくと（表2-5）、全体で一番多いのが「行っ

ていないが、いずれ行いたいと考えている」（27.0%）であり、次いで「行っているものの、

参加・見学する会員は非常に限られている」（17.0%）となっており、防災訓練はたとえ行わ

れていたとしても、その参加者は非常に限定的であることがわかる。セグメント別では、（少、

少）が「行っているものの、参加・見学する会員は非常に限られている」（26.7%）、「行って
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いないし、今後も行う予定はない」（18.7%）という結果であり、両資源が少ない自治会で防

災訓練の単独実施は消極的であるといえる。 

 

表2-5 自治会単位での防災訓練実施状況 

行なって
おり、数
多くの会
員が参
加・見学し
ている

行なって
おり、一
定数の熱
心な会員
が参加・
見学して
いる

行なって
いるもの
の、参加・
見学する
会員は非
常に限ら
れている

行なって
いない
が、いず
れ行ない
たいと考
えている

行なって
いないし、
今後も行
なう予定
はない

その他 不　明

合　計 259 3.9 8.9 17.0 27.0 11.6 0.4 31.3

活動：多　会長：多 40 7.5 12.5 10.0 25.0 12.5 - 32.5

活動：少　会長：多 58 1.7 10.3 12.1 31.0 8.6 - 36.2

活動：少　会長：少 75 2.7 5.3 △ 26.7 ∵ 20.0 ↑ 18.7 - 26.7

活動：多　会長：少 85 4.7 9.4 15.3 31.8 ∵ 7.1 1.2 30.6

調査数

大地震等を想定した防災訓練（自治会単位）

 

 

 本震災が露呈したのは冒頭でも論じたように、いわき市内をはじめとして東北各地でも生

じた地震発生時・発生後において、地域コミュニティが機能不全に陥ったといわれているが、

3.11 以前では救援活動などをどのようにとらえていたのだろうか。「発生時」についてみて

いくと（表2-6）、重要な主体として一番多いのは「隣近所・隣組」（79.2%）であり、続いて

「消防団」（70.7%）、「自治会」（68.7%）、「消防署」（61.4%）という順になっており、地域

コミュニティの重要性については認識していることがわかる。セグメント別では、（少、少）

で「隣近所・隣組」（85.3%）、（多、少）は「国家」（27.1%）となっていて、頼る存在が極

大（国）／極小（隣近所）といったかたちに両極化している。「自治会」については資源によ

る差異が見られず、発生時の対応については自治会の資源にあまり関連がないものといえる

のだろうか。 

 

表2-6 発生時の救援活動で重要な主体 

隣近所・
隣組

消防団 自治会 消防署 警察
個人（個
人的な人
間関係）

地方自治
体

合　計 259 79.2 70.7 68.7 61.4 51.4 45.6 36.3

活動：多　会長：多 40 72.5 72.5 70.0 65.0 55.0 50.0 30.0

活動：少　会長：多 58 82.8 72.4 65.5 65.5 55.2 43.1 39.7

活動：少　会長：少 75 ∴ 85.3 74.7 69.3 56.0 48.0 45.3 32.0

活動：多　会長：少 85 75.3 65.9 70.6 62.4 50.6 45.9 41.2

自衛隊
新聞・テレ
ビ・ラジオ
等

国家
町内会連
合会

ＮＰＯ等の
ネットワー
ク組織

民間企業

合　計 259 32.0 27.0 21.2 18.5 14.7 9.3

活動：多　会長：多 40 32.5 22.5 22.5 20.0 15.0 12.5

活動：少　会長：多 58 32.8 29.3 20.7 17.2 ∵ 8.6 5.2

活動：少　会長：少 75 26.7 33.3 ∵ 14.7 16.0 14.7 6.7

活動：多　会長：少 85 36.5 22.4 ∴ 27.1 21.2 18.8 12.9

調査数

調査数

発生時の救援活動で重要なもの（全て）

発生時の救援活動で重要なもの（全て）
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 続いて「発生後」について確認すると（表2-7）、全体で多いのは「隣近所・隣組」（69.5%）、

「自治会」や「消防団」（62.9%）、「消防署」（60.6%）であり、ここでも地域コミュニティ

の重要性は認識しているといえる。セグメント別に視点を移せば、（少、多）が「隣近所・隣

組」（77.6%）となっており、先の結果と併せると、活動資源が少ない自治会ほど、自治会と

いう単位ではなく、より近隣の人たちに依存することを示しているのだろうか。 

 

表2-7 発生後の救援活動で重要な主体 

隣近所・
隣組

自治会 消防団 消防署 警察
地方自治
体

個人（個
人的な人
間関係）

合　計 259 69.5 62.9 62.9 60.6 54.1 42.9 40.9

活動：多　会長：多 40 77.5 57.5 70.0 60.0 57.5 ↓ 30.0 40.0

活動：少　会長：多 58 ∴ 77.6 67.2 69.0 60.3 53.4 50.0 44.8

活動：少　会長：少 75 66.7 60.0 65.3 60.0 49.3 42.7 37.3

活動：多　会長：少 85 63.5 65.9 ↓ 54.1 62.4 57.6 44.7 42.4

自衛隊 国家
新聞・テレ
ビ・ラジオ
等

町内会連
合会

ＮＰＯ等の
ネットワー
ク組織

民間企業

合　計 259 40.5 27.8 23.6 18.5 18.5 10.4

活動：多　会長：多 40 ↓ 27.5 20.0 20.0 17.5 12.5 10.0

活動：少　会長：多 58 41.4 27.6 25.9 20.7 19.0 10.3

活動：少　会長：少 75 46.7 29.3 25.3 16.0 20.0 12.0

活動：多　会長：少 85 41.2 30.6 22.4 20.0 20.0 9.4

調査数

調査数

発生後の救援活動で重要なもの（全て）

発生後の救援活動で重要なもの（全て）

 

 

 以上のように、本震災の前に実施したアンケート調査の結果によれば、防災（と被災後の

活動）の鍵となるのは会長資源であり、活動資源の多寡により、そのリーダーシップの及ぶ

範囲が自治会全体／隣近所単位に分かれているようである。これは何を意味しているのだろ

うか。（これらの調査結果だけでは断定できる段階ではないが）ここでの活動資源は、自治会

内における諸個人のネットワーク 11)によって交わされる情報の蓄積であり 12)、それらのネッ

トワークの形成される範囲が大きいか小さいかということになろうか。 

ところで図2-3に立ち返ると、今回、津波で大きな被害を受けた沿岸部（久之浜・大久、

四倉、平、小名浜、勿来支所）における地域資源は、勿来支所を除いて、会長資源が多いか

（久之浜・大久、四倉）、活動資源が多いか（平、小名浜）のいずれかになっている 13)。 

日常的な防犯対策はさておき、両方の資源がそろっていなければ非日常の防災対策を行い

にくい傾向がみられるものの、少なくとも会長のリーダーシップが鍵を握ることは確かであ

る。そして、平支所沿岸部の死者の多さからすると、こうした非日常時における対応は会長

のリーダーシップによるものが大きいのではないだろうか。これを先の議論と併せて考慮す

れば、防災力（と被災後の活動）を二分する要因は第一にリーダーシップであり、次いでネ

ットワークになるのではなかろうか 14)。 
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(2) 被災後―『被災者調査』から 

 前項の分析は地域のリーダーである会長を対象にした調査結果によるもの、しかも被災前

に関するものであったが、それ以外の一般的な人々はどうであろうか。そこで本項では、い

わき市内の避難所で生活している／していた人たちからの、地域資源と防災力の関係の見る

ことにする。 

この調査（以下『被災者調査』）は 2 つのパートに分かれている。第一段階では避難所生

活者へのアンケート調査（4月末～5月上旬実施。有効回収数 171サンプル、被災時のいわ

き市在住者は89サンプル）、第二段階はインタビュー調査（5月下旬～現在。12名実施済）

である。 

 まず、アンケート調査によれば（以下の集計ベースはいわき市在住者ベース89サンプル）、

大地震などの災害発生に備えた話し合いを行っているのは全体の半数程度（55.1%）であっ

た。そして、話し相手のほとんどが「自分の家族」（79.6%）や「親族」（26.5%）、そして「近

所に住んでいる人」（44.9%）であり、「町内会・自治会の人」と回答したのは 10.2%であっ

た。この結果は、地域コミュニティが（形式的な防災訓練は除き、実質的なという意味で）

予防的な災害対応をほとんど行っていなかったことを示していよう。これらの避難者は「津

波による家屋の半壊・倒壊」（49.4%）、「地震による家屋の半壊・倒壊」（41.6%）が殆どで

あるが、そのきっかけとなった情報源も「テレビやラジオ」（28.1%、津波避難者ベース20.5%）

や「近所に住んでいる人からの情報」や「自分の家族からの情報」（23.6%、同27.3%）とい

う中で、「町内会や自治会」（10.1%、同9.1%）、「消防団」（7.9%、同11.4%）といった地域

コミュニティによる組織的な情報伝達がなされず、これはとりもなおさず、「バラバラに逃げ

た」ことを示している。ちなみに「国、県、自治体（防災無線含む）」（6.7%、同6.8%）は、

複数の聞き取りでも得られたことだが、いわき市内の沿岸部に設置してあったスピーカーか

ら放送が流されていなかったことの証左でもある。いわき市内で避難の緊急性を要したのは

津波被害が大きかった久之浜、四倉、平（沿岸部の薄磯、豊間、永崎など）、小名浜、勿来（岩

間など）支所であるが、以上の結果から判断するに、避難は家族・親族や近所単位によって

なされた可能性が高く、消防団や自治会・町内会といった地域住民による組織的な対応は少

数派であったといえる。 

そこで問題となるのは、バラバラな避難によって生じた地域コミュニティの崩壊という事

態であるが、これは避難後の生活にも大きな影を落とすことが十分に考えられる。このこと

を確認するためにインタビュー調査の結果を用いて、被災直後から避難所に至るまでのプロ

セスを追っていくことで、バラバラな避難／組織的な避難により厚生上の差異があらわれる

ことを（一次的な段階ではあるが）確認することにしよう。 

現在は調査途上であるため、詳細は別の機会に論じたいが、これまでの聞き取りから得ら

れたのは、いわき市内在住者（被災当時）対象者のほとんどは津波被害による避難者（久之

浜地区は原発によるものも加わる）であるが、そこでも地域コミュニティの不在が確認され

たことである。それは先のアンケート調査の分析で明らかにしたように、テレビやラジオな

どのメディアや家族・親族による津波の認知が多くを占めており、消防団員の機転による詰
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所からの警報発信（永崎地区）のような、消防団や自治会・町内会といった地域の住民組織

によるものは（現在のところ）少数派である 15)。 

ところで、いわき市の例から少し離れてしまうが、被害が「想定外」のものになればなる

ほど、地域コミュニティの不在による影響が大きかったのが、福島第一原発付近に住み、退

避命令が出され、現在に至るまで戻ることの出来ない双葉郡の大半のエリアにいた人たちで

ある。この地域の（津波や原発事故による）避難者によれば、3月12日に生じた原発事故に

関する情報が避難所で誤報扱いされ避難が遅れるなかで（南相馬のある避難所）、偶然につな

がった携帯電話に他地域に住んでいる家族からの連絡や、子供が直接車で避難を促しに来る

など（南相馬在住者）、特に原発のような「みえない」災害についてのこうした情報格差は大

きいことが明らかになっている。この要因の一つとしては、情報機器利用（＝スキル）によ

る情報収集（の量と質）の格差にあろう。ほとんどの人たちは情報源をテレビとしているが、

それは停電したら使えない 16)。また、携帯電話はほぼすべての人が所持しているものの、発

信・通話制限がかかっている中でのやりとりは困難だったようだ。しかしながら、（調査対象

者にはまだ現れていないが）ツイッターやミクシィなどのソーシャル・ネットワーキングサ

ービス（SNS）での情報交換が有効であったのはそれらが書き込まれるものを見れば、一定

の有用性は認められるだろう。そうしたことがあってか、スマートフォンの売上も増加して

いるようで 17)、災害時における情報機器とその利用の重要性があらためて問われ直されてい

るといえよう 18)。 

こうしたコミュニティの不在、さらに情報格差が存在していた一方で 19)、コミュニティに

よるまとまったかたちでの避難と避難所生活、そして現在の住宅での生活に至るまでコミュ

ニティを保っている例もある（薄磯地区）。ここでは自治会全体というよりはその下のレベル

の隣組（16軒で構成）が機能しており、さらに（インタビュー対象者である）隣組の組長に

よるリーダーシップが発揮されていた。具体的には被災直後の避難への積極的な呼びかけで

あり、避難所生活での人間関係の調整や、（現在入居している）住宅への入居喚起である。こ

うした場合（今後、より詳細な聞き取りが必要となるが）、避難者の生活への不安や不満が他

と比べて少ない、また自治体への依存も少ないことがうかがえるなど、地域コミュニティの

維持・形成が避難者だけでなく、自治体への負担軽減にもつながることから、こうした中間

集団としての自治会・町内会（や隣組）は重要であるだろう 20)。 

 このように「地域コミュニティ」が重要であるということであるが、もう少し掘り下げる

とそれはリーダーシップとネットワークという次元で検討する必要がある。次節では防災→

減災における防災力の構築に向けた今後の課題について、この2つの次元から論じることに

する。 
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2.3 防災力をどう高めていくか 

(1) 地域コミュニティにおける防災の意味 

3.11の震災で顕在化した一つの事象は、地域コミュニティの機能不全であり、それがもた

らしたのは情報、避難行動、避難後の生活における厚生など、あらゆる領域における「格差」

の存在が、これまでの調査結果により明らかになりつつある。こうした事実をふまえて、今

後の防災計画などを立案していくことになろう。ところで、「安心・安全なまちづくり」の文

脈において、防災、防犯、高齢者福祉などの要素はそこに包摂されることになるが、本震災

により明らかになった問題として、少なくとも防災への取組は他と異なる視点から接近して

いく必要がなかろうか。 

というのも、防犯は、犯罪者の移動可能性という「犯罪の越境性」をふまえると、その（広

域／狭域というのではなく、被災の空間的限定性という意味での）地域性は防災に比べると

弱い可能性が高く、それが故に、範域性が大きくかつゆるやかなネットワークによる活動→

防犯活動が成り立つ可能性もある。すなわち、NPO などによる活動でも成立しうるもので

ある。さらに防犯へのアプローチ方法は何らかの「思想」に立脚している。たとえば、殺人

や強盗といった凶悪犯罪については、警察などの上からの権力による（抑止力も含めた）対

応が必要である。一方で、（不法投棄や痴漢などの）比較的軽い犯罪のようなものであれば、

地域住民による見守りによる防止、阻止が可能かもしれない 21)。さらにいえば、「上から」

に対するアレルギー、拒否反応から、「それでは自分たちでやろう」というのも多いように考

えられる。その一方で、高齢者が多いなど町内会の活動資源が少ないために、警察に頼らざ

るを得ないこともあろう。これらは住民たちによる意思決定によってもたらされるものであ

るために、地域における防犯のかたちは上からの「監視型」／下からの「見守り型」／両者

の統合による「ハイブリッド型」、なのか、これらいずれが優れているなどといった議論は困

難である 22)。 

しかし、防災となると事情は異なるのではないか 23)。その違いについて説明しよう。一つ

は、本論で何度かふれてきたが、防災はその地域性が非常に強い――河川の氾濫、土砂崩れ、

津波など――ために、防犯のようなゆるやかなネットワークでは（ヒト、モノ、カネいずれ

においても）対応しきれない、というか、それでは「当事者性」が希薄になってしまい、い

きおい、該当地域だけの活動になる 24)。 

そしてもう一つ異なるのは防災の非日常性である。防犯は日常的なものである一方で、防

災はその確率からいって防犯よりははるかに発生率が低いことから、非日常的なものでもあ

り、先の空間的な限定性や差異だけでなく、こうした時間的な性質の違いも看過することは

できない。ちなみに今回の大津波は862年の貞観地震以来のものであり、本論で主たるフィ

ールドに定めているいわき地区では 1677年、1703年、1793年にも三度の津波があったと

いう。しかし、これらはいずれも「数世紀前」の出来事であり、地域の記憶としての「ロー

カル・ナレッジ」（ギアツ）が継承されるかどうかといったスパンである。津波（特に今回の

もの）については極端な例もしれないが、それに比べてより発生頻度が高い土砂崩れや河川

の氾濫も、防犯とは空間的にも時間的にもその質に違いがあるといえ、もっというと、通時
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的な時間軸により記憶を保ちつつ、どう災害を防ぐかという限定された共時的な空間の共有

というのが（防犯と比べた）防災の特質なのかもしれない 25)。そういった延長線上または包

摂されるかたちで町内会や消防団などといった地域住民たちによる組織の意味がたちあらわ

れてくるのではなかろうか 26)。 

もう少し説明を加えよう。先の『被災者調査』において、被災直後での避難のきっかけと

なる情報源をNPOとしたのは皆無（0.0%）であったが、これは非日常時（特に被災直後の

数十分～数時間以内の混乱期）で防犯のような水平なネットワーク型組織「だけ」による活

動は難しいということであり、「上から」と「下から」をながめたときに、相対的に「上→下」

というかたちをとらざるを得ないのではないか。こうした「上から」の型にはめられた組織

―による意思決定―がネットワーク型組織による意思決定よりも非常事態に適応する（いわ

ゆる「小田原評定」のようにならず、あてはまりがよい）のではないだろうか 27)。 

 あえて議論を単純化するならば、町内会による防災や防犯は、相対的に前者が「上から」、

後者は「下から」にそれぞれウェイトがかけられているといえよう。とはいうものの、「上か

ら」といえども、その力が及ぶ範囲は自治体レベルかもしれないし、連合町内会レベルかも

しれないし、単位町内会、ないしは区や班レベルかもしれず、それは伸縮可能なかたちであ

るともいえるし、人びとが範囲を決める拠りどころ＝規準となるのが「ローカル・ナレッジ」

なのかもしれない。そして、（連合、単位、区や班いずれのレベルにおいても）町内会を一つ

の活動組織とみなしたときに、防災と防犯という、求められる意思決定のレベルとアプロー

チ方法が大きく異なる（上から／下から）ということは、リーダーシップのあり方も異なる

可能性が大きいのではなかろうか。リーダーシップを成立させ、逆にそのリーダーによって

なされる町内会の活動資源に関わってくるのであり、それらはコインの裏表の関係であると

もいえる。 

 このように防災と防犯のクライシス／リスクのマネジメントを考えていくためには、ネッ

トワークとリーダーシップの両面からアプローチする必要があるといえるが、問題となるの

は、果たして一つの組織が両者の機能を果たすことが可能かということである。町内会や隣

組は、（ある程度の）明確な目標を完遂するために形成された企業組織ではないのであり、そ

れら地域の活動に関わる人たちはいろいろな次元で多様性（その基底にある同質性）を併せ

持っていることを忘れてはならない 28)。こうしたある種の多様性から、防災（や防犯）活動

のダイナミズムをどう生み出していくかが課題となろう。それらを生み出す「しかけ」には

何が必要になるのだろうか。次項で簡単にそれに触れつつ、本論をおえたい。 

 

(2) 防災力をどう構築するか 

 地域の防災力、もう少しいえば被災後の生活の質（QOL）向上も含めた「減災」を実現す

るためには、ふだんの地域コミュニティの維持や形成が必要条件ともいえ、それをとらえる

ための資源という次元、具体的にはネットワークとリーダーシップであるとした。では、施

策の次元に視点を移すと、どのようなことに立ち入らねばならないのだろうか 29)。 

結論を先取りすると、以前にヒットした『三丁目の夕日』の表面的解釈におけるノスタル



第 2章 地域資源と防災力―― 

 

29 

ジックな感情による誘因だけでは、地方都市においても個人化が進み合理的に行動する人が

多数を占めるよう（≒都市化）になった現状では困難であることは確実である。やはりそこ

には何らかの必要性とそれに伴うメリットをこうした人びとに提示することが重要である。

それが、いわゆる60代以上の退職世代に対する50代以下の現役世代を町内会活動に引き込

むための「しかけ」といえる。 

 そこには二つの方向性が考えられよう。一つは活動の「内容＝コンテンツ」、もう一つは子

育てや仕事で忙しい現役世代の「時間」、これらの問題を解決する延長線上に、この世代の町

内会への接近可能性がみえてくるのではなかろうか。前者についていえば、高齢者の介護や

子育てといった各世帯が抱える課題に対して、地域コミュニティの構成員により問題解決を

行うことである。一例をあげると、いわき市のある区長によれば、現役世代を引き込むため

の祭の開催や子供会の活動を行うなどである。特に先にあげた2つについては深刻な問題に

なりつつあるために、その解決ニーズは強いだろう。 

そして後者についての切り口の一つとしては、活動への関与の「時短」と「情報共有」と

考える。ちなみに筆者らは平成 22 年度に「情報共有と発信」を軸に据え、その背景には多

世代による世帯構成と家族内外、自治会内外のネットワークづくりがその出発点であること、

さらにはその活動をバックアップするためのツール（情報機器とポータルサイト）が必要で

あることを（準備的な議論ではあるものの）示している 30)。詳細は報告書を参照されたいが、

そこで大きく2つのアプローチを提示している。 

一つ目は「情報格差」を解消するためのネットワークづくりである。ネットワークは家族

や自治会・町内会をその基本軸に据えることが必要であり、家族内外／自治会内外のつなが

りを人びとが必要と感じさせる情報共有と発信の内容（コンテンツ）とそれを手段的に支え

るのがツール（情報機器とポータルサイト）という位置づけである。 

一方で、バラバラに避難した被災者たちは、（津波だけでなく原発の退避圏内である双葉郡

からいわき市内に避難してきた人たちも含め）コミュニティの一員として自分たちの住まう

場所の現状を把握出来ないために（個々人では行っていることが多い）、コミュニティの今後

を描くことが難しくなっており、そのまま消失してしまう可能性も高い。これを避けるため

に、一つ目のアプローチと重なり合うが、離散した避難者同士がいわば個人技（複数の避難

所を自転車で様子を聞き回ったり（仙台市若林区の町内会長）、携帯電話で様子を取り合った

りなど）で行っていたコミュニティの維持と形成のための場を構築する必要があり、それを

インターネット上のポータルサイトにその役割を担わせることである。そして注意しなけれ

ばならないのは、町内会起点であることには変わりないものの、それだけにとらわれてしま

うと、拘束や束縛が強くなるだけの結果になってしまう。そうではなく、空間的にも、また

それを構成する人たちの多様性も伸縮・変幻自在なものである必要があり、その形成の一助

になるのがインターネットと情報機器となるのではなかろうか。 

 

※本稿は吉原直樹編『防災の社会学 増補版』東信堂（近刊）所収の論文を加筆・修正した

ものである。 
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脚注 

1) 筆者の所属する福島高専学生による体験談である。 

2) いわき市の4月6日16:00時点の集計によれば、死者は平支所184名（千人当たり死者1.87

人）、勿来支所8名（同0.16人）、久之浜・大久支所43名（同7.53人）、小名浜支所15名（同

0.19人）、四倉支所21名（同1.39人）、その他14名の計285名、不明者は82名であった。

各支所の地理的な関係は図1を参照。 

3) http://www.bousai.go.jp/bousairyoku/index.html 

4) http://www.fdma.go.jp/html/new/pdf/040621_todouhuken.pdf。 

5) 例えば阿部・大貝ら2007、岡西・佐土原2006など。 
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6) いずれの調査についても、第一次的な分析によるものであることをあらかじめお断りしたい。 

7) ちなみにいわき市では「自治会」という名称を主に用いており、本節ではそれに従うことに

する。 

8) 支所別の回答構成比であるが、平23.6%、小名浜22.0%、勿来11.2%、常磐7.3%、内郷1.5%、

四倉 11.6%、遠野 1.9%、小川 6.9%、好間 3.1%、三和 2.7%、田人 1.5%、川前 2.7%、久之

浜・大久3.5%、不明0.4%であった。 

9) 9)導出などの詳細は『自治会・町内会ポータルサイト開発のための基礎調査および仕組み作

りの検討』（大学等と地域の連携したまちづくり推進事業報告書）を参照。 

10) 会長のリーダーシップが震災後の活動に影響を与えたことについては後述する。本項におけ

る一連の分析と解釈はあくまでも震災前についてである。 

11) ストックという視点に移せば、社会関係資本ともいえよう。 

12) それが中長期的には「ローカル・ノレッジ」ということになるのだろう。 

13) これらの数値はあくまでも支所別の「平均値」であることに留意しなければならない。それ

というのも、平や勿来支所のように沿岸部と内陸部では被害状況に大きな差があるからであ

る。 

14) 『自治会調査』と同時期にいわき市内の自治会長・役員を対象にした『リーダーシップ調査』

を行っている。紙面の都合上、これについては別の機会で論じたい。 

15) 消防団関係者や自治会長の聞き取り結果によれば、震災からこれまでの状況を振り返ること

で、消防団の重要性を再認識しているようだ。ただ、就業者に占めるサラリーマン比率が高

いこと、それによって職住分離が生じているといった現状を考えると、その再構築にも困難

が立ちはだかっており、こうした対策は運用上の問題だけでなく、人びとの生活（ライフス

タイル）の変更を迫っているかもしれない。 

16) 「ワンセグ携帯」を持っている人も多いと思われるが、果たしてどれだけの人たちがその機

能を使っていただろうか。 

17) GfK Japanの調査によれば、4月第1週（3月28日～4月3日）に携帯電話全体に占めるス

マートフォンの比率がはじめて過半数を超え（50.1％）、増加要因の一つに東日本大震災をあ

げている：http://www.gfkjpn.co.jp/update_file/pdf/257.pdf。 

18) 主にインターネットなどを媒介とした情報交換には内容の真偽も含めて懐疑的な議論も存在

するものの、それ以外による情報伝達やその共有の手段が家族や親族といった限られたもの

でしかなかったのも事実である。 

19) こうした人たちが多いとされるとある避難所では、食糧配給をめぐる傷害沙汰もあったよう

だ。これについては今後の詳細な聞き取りが必要である。 

20) 少なくとも「防災」に関しては、その被害の限定性≒地域性を考えれば、こうした地域の住

民組織に頼らざるを得ないと筆者は考える。それについては次節で論じる。 

21) ただし、放火は凶悪犯罪の一つであるが、こちらに含まれるだろう。 

22) グローバルな視点に移せば、それこそ統治形態や民主主義、もっといえば社会経済システム

のあり方も、ボーダレス化、それに伴うボーダフル化をすればするほど、その違いが明らか
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になっているからである。 

23) 以下ではその特殊性から原発災害については議論しない。 

24) 防犯はあまりカネをかけない工夫も可能ともいえ、社会基盤整備におけるソフトとハードと

いう意味でも、堤防構築などの莫大な費用がかかる防災とは大きく異なる。 

25) さらに付け加えるならば、時間と空間の共有、縦軸と横軸の織りなす、いわば堆積物が「ロ

ーカル・ナレッジ」といえよう。 

26) 地域における防災活動も再検討する時期にきているのだろう。たとえば、自主防災組織の画

一化による弊害は指摘されており、永崎地区の消防団員にも同様な言及があった。そうする

と、こうした「上から」の画一的なアプローチよりも、ある意味では「下から」による防災

ネットワークが形成されていくのだろうか。ただし、これは地縁的なつながりに（その大半

が）依拠し、このネットワークが水平型に単純化されるものではなく、両タイプにより織り

なすハイブリッドなかたちであるのではないか。というのも、マイケル・オークショットの

いう「テクニカル・ナレッジ」と「プラクティカル・ナレッジ」、（両者の思想的な差異はさ

ておいて）近年では野中郁次郎らの形式知と暗黙知のマトリックスによるナレッジ・マネジ

メントの文脈に従えば、これらの防災への地域的な取組は実際的、実践的なものであり、か

つその場所で語り継がれているものであるといえ、それらを引き受けるのが地縁であり、血

縁であるといえるのではないか。そこにたとえば防災における「ローカル・ナレッジ」が交

差しているのではなかろうか。 

27) あくまでも、「上から」というのが表面に出ているのであり、その背後には「下から」も含ま

れるのはいうまでもない。というのも、今回の震災でもそうであったが、被災直後から時間

が経つにつれてボランティアなどが数多くなっていったのは、「上から」よりも「下から」が

相対的に顕現していったことのあらわれともいえる。 

28) もしかすると、防災は地域住民による組織化により、防犯はエリアを越えた連携―その延長

線上にNPOなどがたちあらわれるのかもしれない。 

29) いわゆる「防災コミュニティ」の構築には NPO などではなく、その土地に根を下ろした人

たちが中心となる「町内会」が中心的な役割になるのは再三述べている。町内会のある側面

での機能強化が防災力の向上につながっていくという仮説である。したがって、機能強化の

プロセスでは防災だけでなく、防犯的な活動をはじめとした祭などの歴史・文化的なものま

で含まれてこよう。 

30) 「いわき市報告書」第1章参照。 


